
日本人約5万人の働き方の定点観測「Works Index」第3回結果を発表

2017年は柔軟な働き方が広まり、女性とシニアの労働参加が進展
一方、学習活動は減少

2018年6月6日

株式会社リクルート（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：北村吉弘）の人と組織に関する研究機関・
リクルートワークス研究所は、全国15歳以上・約5万人の就業実態を毎年調査する「全国就業実態パネル調
査」(第3回調査)を実施しました。この結果に基づきまとめた、働き方に関する独自指標「Works Index(ワー
クスインデックス)」の2017年(第3回)を公開しました。

調査結果の詳細(レポート)は下記URLより参照ください：
http://www.works-i.com/pdf/180606_worksindex2017.pdf

「Works Index」は、「Ⅰ 就業の安定(安定性)」「Ⅱ 生計の自立(経済性)」「Ⅲ ワークライフバランス(継続
性)」「IV  学習・訓練(発展性)」「V ディーセントワーク(健全性)」の5つのインデックス(大項目)から成り立ちま
す。結果からわかったことは次の通りです。

「全国就業実態パネル調査」と「Works Index」について
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※本資料は厚生労働記者会、労政記者クラブ、文部科学記者会、東商記者クラブで配布しています。

「全国就業実態パネル調査」(JPSED：Japanese Panel Study of Employment Dynamics）は全国15歳以上の
就業実態を調査するものです。本調査の特徴は、約5万人を対象に調査をしていること、また同一の個人を毎年追跡
調査をしていることです。働き方の実態を「質」と「量」の両面から総合的かつ詳細に測定しています。

「Works Index」は「全国就業実態パネル調査」の結果に基づき、リクルートワークス研究所が開発した働き方
を可視化する独自指標にて可視化、検証し、その結果を毎年継続的に発表しています。加えて、毎年個別のテーマ
に沿って詳細な分析を発表することで、一人ひとりが生き生きと働き続けられる社会の実現に貢献することを目指
しています。

1. 「Works Index2017」のトピックス

(1)「ワークライフバランス」が改善、「働き方改革」で働き方の自由度がもっとも進展
一方、職場を中心とした「学び」が減少

・インデックス「Ⅲ ワークライフバランス」は前年から0.6ポイント上昇し64.6点。性、年齢、就業形態別と区分を
問わず、あらゆる層で上昇した。

・同インデックスを構成する４つのインディケーター(小項目)の中でも特に「勤務時間や場所の自由度が高い」は
1.9ポイント上昇し、全インディケーターの中で最大の上昇幅となった。企業においてテレワーク推進への対応が行
われているほか、出勤・退勤時刻を柔軟に決めることなどへの職場の理解も広まっていることが推察される。

・また、雇用者の1週間あたりの労働時間は前年に比べ0.2時間減少。仕事時間の中身をみると、本来業務は4.7ポイ
ント増加しているが、周辺業務の割合は3.2ポイント減少、手待ち時間の割合は1.5ポイント減少した。周辺業務にか
ける時間や手待ち時間を減らし、本来業務に注力することによって、週労働時間を削減させているといえる。

・一方、インデックス「IV  学習・訓練」は前年から0.5ポイント低下し31.3点。OJTは若年層および1,000人以上
の大企業に勤めている人において、減少が顕著。企業が労働時間を減らすとともに、OJTにかける時間も削減してい
ると推察される。また、「Off-JTの機会がある」「自ら学んでいる(自己啓発)」も軒並み低下しており、あらゆる学
習行動が減少する結果となった。

・労働時間が削減され自由な時間が増えているにもかかわらず、それを学習にあてる動きは広がっていない。職場で
のOJTが減っている中、就業者が自ら学ぶような環境を整備していくことが求められる。

(2)女性やシニアの労働参加が大きく進展

・インデックス「Ⅰ 就業の安定」は、前年から0.6ポイント上昇し63.6点。女性は全年代、男性は特に55～64歳と
65歳以上のシニア層でスコアが上昇し、就業の安定化が進んでいる。
・背景には、女性、シニア層の就業率上昇がある。子育てや介護をしている女性など、従来は就労を希望しなかった
人が労働市場に参加する傾向が表れている。

・・・本資料P２,3 図表A～D

・・・本資料P２,3 図表A～D
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3. 免責事項2. 「Works Index」について

「Works Index」は、日本における働き方を可視化するための指標です。「全国就業実態パネル調査」開
始にあたり、リクルートワークス研究所が独自に開発しました。

個人が生き生きと働き続けられるために必要と考える5つのインデックスによって構成されています。それぞ
れのインデックスにはインディケーターと呼ぶ構成要素が含まれます。インディケーターに関連するパネル調
査(追跡調査)の結果から、それぞれのインデックスの値を算出し、0～100点の間の値で示します。

「全国就業実態パネル調査」では、この「Works Index」を主な指標として、就業の実態を経年で測り、比
較することで働き方の課題を検証します。

Ⅰ 就業の安定
Security

（安定性）

Ⅲ ワークライフ
バランス

Work Life Balance
（継続性）

Ⅳ 学習・訓練
Development

（発展性）

Ⅴ ディーセント
ワーク

Decent Work
（健全性）

Ⅱ 生計の自立
Self-living
（経済性）

インデックス

I-1 2017年12月時点で就業しているもしくは就業意欲が高い
I-2 雇用保険に加入もしくは失業給付を受給している
I-3 2017年各月において就業している
I-4 転職入職者の無業期間が短い
I-5 雇用継続の可能性が高い
I-6 会社都合による退職が少ない

インディケーター

II-1 自分の労働所得で自分の生活を成り立たせている
II-2 自立者の平均所得との比較

注）各インデックスは、それぞれのインディケーターに関連する調査結果よりスコアを算出

III-1 残業時間がない、短い
III-2 休暇が取得できている
III-3 出産・育児や介護などで退職しなくてよい
III-4 勤務時間や場所の自由度が高い

IV-1 難易度の高い、多様なタスクの仕事が任されている
IV-2 OJTの機会がある
IV-3 Off-JTの機会がある
IV-4 自ら学んでいる(自己啓発)

V-1 仕事量や負荷が適切である
V-2 差別のない職場である
V-3 ハラスメントがない職場である
V-4 労働者の権利を確保する組織・手段がある
V-5 安全な職場で本人も健康である

「Works Index」を構成するインデックスとインディケーター

前回：「Works Index 2016」の結果(単位：点)
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3. 免責事項3. 図表

図表A 「Ⅲ ワークライフバランス」のインディケー
ターの変化

Ⅲ-4 勤務時間
や場所の自由

度が高い

Ⅲ-1 残業時間
がない、短い

Ⅲ-2 休暇が
取得できている

+1.9pt

+0.4pt

+0.５pt

図表C OJT実施の割合

図表B 2016年と2017年の週労働時間と仕事の割合

図表D 「IV  学習・訓練」のインディケーターの
変化

13.5

25.7

13.1

24.7

0

5

10

15

20

25

30 2016年

2017年

-0.4pt

-1.0pt

Off-JTの機会が
ある

自ら学んでいる
(自己啓発)

図表E 「Ⅰ 就業の安定」インデックス(性別・年齢別)のスコア
の変化

2017年 2016年 1年間の変化

週労働時間
（時間）

38.0 38.2 -0.2pt

本来業務
（％）

79.1 74.4 4.7pt

周辺雑務
（％）

14.7 17.9 -3.1pt

手待ち
（％）

6.2 7.7 -1.6pt

(pt)

注）15-24歳については回収率が低いことや学生が多いことなどから
サンプルが少なく、結果の解釈には留意が必要。
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全国就業実態パネル調査(JPSED：Japanese Panel Study of Employment Dynamics)について

■調査目的

調査前年1年間の個人の就業状態、所得、仕事の状況などを、毎年追跡して調査を行い、日本における就業状態の変
化や所得の変化を把握する

■調査対象

全国15歳以上の男女

■調査時期

毎年1月

■調査手法

インターネットモニター調査。調査会社保有の調査モニターに対して調査を依頼。2016年実施第1回調査で回答の得
られたサンプルに対し、今後毎年1月に調査を依頼する。また有効回答数を確保するために、回答が得られない属性
に近いサンプルを同時に調査を依頼した

■標本設計

総務省統計局「労働力調査」のデータをもとに、性別、年齢階層別、就業形態別、地域ブロック別、学歴別の割付を
行った。割付は、母集団を反映するように設定。ただし、10代の非労働力人口と65歳以上については、実際の人数
よりも少なく割付

■集計方法

10代の非労働力人口と65歳以上については、実際の人数よりも少なく割付をして回収しているため、母集団を反映
する結果となるようにウエイトバック集計を実施している。本報告書では、ウエイトバック集計後で、社会人として
働いた経験のない学生を除き、 15～74歳の回答者にサンプルを限定した結果を掲載(集計対象者数はウエイトバッ
ク前)

全国就業実態パネル調査(第３回調査)について

■調査時期

2018年1月12日～1月31日

■有効回収数

50,677名

※第3回調査より、回答者は継続サンプル(昨年回答者）と追加サンプル（今年の新規回答者）と復活サンプル
（2017年調査は回答していない2016年調査回答者）の3種類が存在する

・継続サンプル(昨年からの継続回答者)：37,503名
・追加サンプル(今年の新規回答者)：10,369名
・復活サンプル(2017年調査は回答していない2016年調査回答者)：2,805名
※上記のうち21サンプルは、今年の調査で海外に移住していたため集計対象から除外している

■調査結果詳細(レポート)は下記URLより参照ください
http://www.works-i.com/pdf/180606_worksindex2017.pdf
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リクルートグループではこれからも、働く、学ぶ、住む、結婚、旅、車、飲食、美容など、
さまざまな場面でユーザーが新しい発見・機会創出できるサービスを提供し、

一人ひとりにあった「まだ、ここにない、出会い。」を届けることを目指していきます。

【本件に関するお問合せ先】
https://www.recruit.co.jp/support/form/

4. 調査概要

https://www.recruit.co.jp/support/form/

